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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 19,534 21,285 22,901 40,581 45,292 

経常利益（百万円） 1,283 2,227 1,718 3,162 4,154 

中間（当期）純利益（百万

円） 
677 1,424 1,167 1,882 2,819 

純資産額（百万円） 10,360 15,289 18,074 11,548 16,583 

総資産額（百万円） 30,196 34,068 35,298 29,906 36,087 

１株当たり純資産額（円） 1,151.21 1,503.39 1,777.30 1,281.73 1,625.75 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
75.30 140.46 114.81 203.65 272.70 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 34.3 44.9 51.2 38.6 45.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
936 3,904 626 1,985 5,139 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△717 △1,500 △1,418 △1,441 △3,037 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
101 1,517 △629 △1,125 797 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
5,651 8,656 6,312 4,715 7,599 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

1,391 

(343) 

1,680 

(400) 

1,750 

(497) 

1,475 

(371) 

1,756 

(444) 

 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記

載しておりません。 

３．第67期の１株当たり配当額には、上場記念配当２円、一部指定記念配当５円を含んでおります。 

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 15,869 16,939 17,431 32,780 36,107 

経常利益（百万円） 1,098 1,683 1,200 2,531 2,950 

中間（当期）純利益（百万

円） 
532 994 845 1,377 1,876 

資本金（百万円） 1,728 2,760 2,760 1,728 2,760 

発行済株式総数（千株） 9,000 10,200 10,200 9,000 10,200 

純資産額（百万円） 10,308 14,542 16,384 11,271 15,389 

総資産額（百万円） 27,222 30,905 30,663 27,422 32,705 

１株当たり純資産額（円） 1,145.35 1,429.97 1,611.10 1,250.97 1,508.31 

１株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
59.18 98.04 83.15 147.59 179.84 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ 7.00 17.00 12.00 24.00 

自己資本比率（％） 37.9 47.1 53.4 41.1 47.1 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 

639 

(211) 

643 

(241) 

601 

(298) 

632 

(231) 

626 

(261) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループ（当社及び連結子会社、以下同様）からグループ外部への出向者を除

き、グループ外からの当社グループへの出向者を含みます。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人

材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）は、（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含みます。）は、（ ）内に当中間会計期間

の平均人員を外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

自動車部品事業 1,559 （400） 

セキュリティ機器事業 146 （ 92） 

全社（共通） 45 （  5） 

合計 1,750 （497） 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 601（298） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、年度初めはＩＴ関連分野の在庫調整があり弱含んでおりました

が、米国及び中国向けの輸出の順調な拡大を受け設備投資の増加が進んだこと、また、ＩＴ関連分野の在庫調整終

了等を受け企業部門が好転いたしました。企業部門の好調さが家計部門に波及し、雇用情勢、所得の伸び率等の景

気指標に回復の動きが続き、８月には政府・日銀による『景気の踊り場脱却宣言』が出されました。しかし、原油

価格の高騰や原材料価格の上昇等の長期化を背景とした、先行きの不透明感は依然として存在しております。 

 当社グループの主要分野である自動車業界におきましては、国内自動車メーカーの国内生産台数は当中間連結会

計期間においても5百万台を超え、好調に推移いたしました。また、海外生産台数は、主としてアジア、北米市場

の現地生産拡大により増加傾向が依然として続いております。 

 このような情勢の中で当社グループは、「①マーケットイン・②三現主義・③現状否定の実践」を基本方針とし

中期経営計画の実現に向け、基幹商品・技術の競争力Ｎｏ.１化への挑戦、多様化するお客様のニーズに応えるた

めの商品開発力の強化、品質の向上及びグループ全体の経営管理システムの構築等に取組んでまいりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高は22,901百万円（前年同期比7.6％増加）、営業利益は1,465百

万円（同28.6％減少）、経常利益は1,718百万円（同22.8％減少）、中間純利益は1,167百万円（同18.1％減少）と

なりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①自動車部品事業 

 自動車部品事業におきましては、主要得意先のグローバル生産台数、グローバル販売台数が共に増加している

ことに加えて、高付加価値商品の装着率が上昇したこと等により売上高は増加いたしました。しかしながら、リ

コール費用が発生したために、増収・減益となりました。 

 この結果、売上高は19,015百万円（前年同期比12.1％増加）、営業利益は1,144百万円（同20.9％減少）とな

りました。 

②セキュリティ機器事業 

 セキュリティ機器事業におきましては、主力分野である住宅ロック部門は、雇用情勢が改善していることに加

え、家計の所得環境が回復基調に推移しているため、ほぼ前年同期並みの売上となりました。また、ロッカーシ

ステム部門においては販売体制の見直しによる効果が徐々に表れてまいりました。しかしながら、産業用ロック

部門において新商品の採用が当初計画より遅れたために減収・減益となりました。 

 この結果、売上高は4,040百万円（前年同期比9.4％減少）、営業利益は313百万円（同48.0％減少）となりま

した。 

 所在地セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

 自動車部品事業は、主要得意先の生産台数が引き続き好調に推移し、かつ、高付加価値商品の装着率が上昇し

ましたが、リコール費用が発生したことにより増収・減益となりました。セキュリティ機器事業は、住宅の新設

着工件数が安定推移したことにより住宅ロック部門の受注は安定し、ロッカーシステム部門においては当社グル

ープの販売体制を見直した効果により売上回復となりましたが、産業用ロック部門においては新製品の採用が遅

れたために増収・減益となりました。 

 この結果、売上高は17,991百万円（前年同期比4.4％増加）、営業利益は970百万円（同37.4％減少）となりま

した。 

②北米 

 北米における主要得意先の自動車生産台数は堅調に増加いたしましたが、メキシコの製造子会社ALPHA HI-

LEX S.A.de C.V.において一部製品の歩留り率が悪化したことにより、増収・減益となりました。 

 この結果、売上高は5,186百万円（前年同期比18.5％増加）、営業利益は225百万円（同18.6％減少）となりま

した。 

③東南アジア 

 ＡＳＥＡＮ市場における自動車需要が好調に推移したことにより、タイの製造子会社ALPHA INDUSTRY

(Thailand)Co.,LTD.において売上高が順調に増加いたしました。 

 この結果、売上高は1,426百万円（前年同期比12.9％増加）、営業利益は228百万円（同12.9％増加）となりま

した。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中間純利益が

1,719百万円（前年同期比△23.3％）と減益になったことに加え、仕入債務の減少、法人税等の支払額の増加等に

より営業活動によるキャッシュ・フローが減少したこと、また、引き続き積極的に設備投資を実施したことにより

前年同期と同程度の投資活動によるキャッシュ・フローとなったこと、さらに、借入の返済が進んだことによる財

務活動によるキャッシュ・フローが減少したこと等により、前中間連結会計期間末に比べ2,344百万円減少し、当

中間連結会計期間末には6,312百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及びその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は626百万円で前年同期と比べ3,277百万円（同△83.9％）減少となりました。こ

の減少の主な要因は、売上債権の増減額によるキャッシュ・フローの良化969百万円がありましたが、税金等調

整前中間純利益が522百万円減少し、仕入債務の増減額によるキャッシュ・フローの悪化2,464百万円、併せて、

法人税等の支払額が888百万円増加したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,418百万円で前年同期と比べ82百万円（同△5.5％）減少となりました。この

減少の主な要因は、有形固定資産の取得による支出が442百万円増加しているものの、投資有価証券の取得によ

る支出が538百万円減少したこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、629百万円となりました（前年同期は獲得1,517百万円）。この減少の主な要

因は、前中間連結会計期間においては、株式の発行による収入2,523百万円があったこと等によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合は次

のとおりであります。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 18,957 111.9 

セキュリティ機器事業（百万円） 3,947 91.9 

合計（百万円） 22,904 107.9 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 18,858 104.6 9,610 101.6 

セキュリティ機器事業 3,784 91.9 242 66.3 

合計 22,642 102.2 9,853 100.3 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

自動車部品事業（百万円） 18,917 112.1 

セキュリティ機器事業（百万円） 3,983 90.3 

合計（百万円） 22,901 107.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日産自動車株式会社 4,201 19.7 4,708 20.6 



５【研究開発活動】 

 当社グループでは、『最高品質のキー アンド キーレス商品を提供し、お客様に大きな安心をお届けする』こと

をミッションとし、競争力のある商品・技術の創出を目標とした研究開発活動を推進しております。治安悪化に伴う

安全な鍵と同システムに対する社会的ニーズは急激に高まってきており、当該ニーズに応えるべく『先行技術開発』

分野に特に注力しております。先行技術開発分野の中でも、通信技術、暗号化技術、生体認証技術を最重要開発分野

として位置付けており、国内外の専門メーカーとの共同開発にも取組んでおります。これらの分野に関しましては、

安全・安心・利便性を提供するため研究開発に今後共邁進してまいります。なお、当中間連結会計期間における研究

開発費の総額は802百万円となっております。 

 事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。 

（１）自動車部品事業 

 自動車のキーセットを代表とするセキュリティ部品、アウトサイドドアハンドルを代表とする機能部品、ルー

フレール等の外装部品における新商品の開発にあたりましては、部品単体ではなくシステム全体を考慮した開発

に力をいれ、自動車メーカーとの共同開発、設計参画等を積極的に推進しております。 

 これらの商品を生産する技術の根幹を支えるのが、軽量化技術、表面処理技術であります。軽量化にはマグネ

シウムダイカスト技術や中空成形技術を、表面処理には鍍金技術や塗装技術を活用することにより、引き続き積

極的に取組んでまいります。 

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、セキュリティと利便性を両立させたプッシュボタ

ンスタート用電動ステアリングロック等を市場に投入しております。 

 なお、当事業の当中間連結会計期間における研究開発費は578百万円となっております。 

（２）セキュリティ機器事業 

 ① 住宅・産業用ロック部門 

 従来の技術をさらに高めたメカ・シリンダーと、『鍵＝識別』を基本コンセプトにしたエレクトロニクスによ

る識別技術を組み込んだメカトロニクス商品を開発し、製品化してきております。開発活動の成果として、メ

カ・シリンダーではピッキングやキーの複製が困難な取替シリンダーやキーコードが変換可能な可変コードシリ

ンダーを、メカトロニクス商品では住宅玄関用の指紋錠やパッシブキーを市場投入しております。 

 当社のメカトロニクス商品はＡＣ電源式に加え電池駆動式があり、これを支える超低消費電流回路技術は基幹

技術として継続的に開発活動を進めてまいります。 

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、双方向の電波通信技術を利用したパッシブキーを

マンション用にシステム化したパッシブウェイ、ＩＣカード内蔵携帯電話を鍵として利用したエントリーロック

を市場に投入しております。 

 ② ロッカーシステム部門 

 『安全』『安心』『利便性』をキーワードに時代のニーズに合った省力化、無人化に役立つ保管・収納用の新

商品を開発しております。これらには個人情報保護を目的に、使用者の使用履歴を確認することができる多目的

ロッカーや、暗証番号や非接触ＩＣタグ、バーコードを使用した更衣ロッカーや貴重品ロッカー等があります。

 高度なセキュリティの実現を目指した生体識別技術とＩＴ技術に対応した商品については、お客様のニーズが

高く、製品化の実現に向け注力しております。 

 当中間連結会計期間における活動の成果といたしましては、ＩＣカード対応型のコインロッカー（ＡＩＴロッ

カー）、レジャー施設向けに投入口と返却口が同一である硬貨リターン式のロッカー等を市場に投入しておりま

す。 

 なお、セキュリティ機器事業の当中間連結会計期間における研究開発費は224百万円となっております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,800,000 

計 40,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,200,000 10,200,000 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 10,200,000 10,200,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額（百万
円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成17年４月１日～ 

 平成17年９月30日 
－ 10,200,000 － 2,760 － 2,952 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本ケーブル・システム株式

会社 
兵庫県宝塚市栄町１丁目12番28号 1,710 16.76 

和田 泰蔵 東京都目黒区南１丁目23番18号 917 9.00 

アルファ従業員持株会 神奈川県横浜市金沢区福浦１丁目６番８号 848 8.32 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 450 4.41 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 447 4.39 

全国共済農業共同組合連合会 東京都千代田区平河町２丁目７番９号 393 3.86 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 362 3.55 

株式会社東日カーライフグル

ープ 
東京都品川区西五反田４丁目32番１号 309 3.03 

株式会社西京銀行 山口県周南市平和通１丁目10番２号 235 2.31 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 230 2.25 

計 － 5,904 57.89 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が5,500株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には同機構名義株式に係る議決権の数55個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    30,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,169,000 101,690 － 

単元未満株式 普通株式   1,000 － － 

発行済株式総数 10,200,000 － － 

総株主の議決権 － 101,690 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

株式会社アルファ 

神奈川県横浜市金

沢区福浦１丁目６

番８号 

30,000 － 30,000 0.29 

計 － 30,000 － 30,000 0.29 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 4,140 4,080 4,300 4,500 4,520 4,180 

最低（円） 3,710 3,770 3,920 4,100 3,900 3,850 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ＊２   7,363 6,519   6,803 

２．受取手形及び売掛金     8,651 8,994   10,373 

３．たな卸資産     2,413 3,765   2,975 

４．その他     3,034 1,987   2,981 

貸倒引当金     △4 △3   △3 

流動資産合計     21,458 63.0 21,263 60.2   23,130 64.1

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ＊１       

(1）建物及び構築物 ＊２ 2,814 2,819 2,790   

(2）機械装置及び運搬具 ＊２ 3,246 3,526 3,228   

(3）土地 ＊２ 1,407 1,425 1,425   

(4）その他   2,124 9,592 2,408 10,179 2,159 9,603 

２．無形固定資産     133 269   195 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   1,972 3,327 2,624   

(2）その他   1,386 314 582   

貸倒引当金   △475 2,882 △56 3,586 △49 3,156 

固定資産合計     12,609 37.0 14,034 39.8   12,956 35.9

資産合計     34,068 100.0 35,298 100.0   36,087 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形及び買掛金     8,274 7,200   9,104 

２．短期借入金 ＊２   120 178   120 

３．１年以内返済予定の長期
借入金 

＊２   1,061 914   933 

４．１年以内償還予定の社債     340 340   340 

５．未払法人税等     794 684   1,055 

６．製品保証引当金     161 1,178   703 

７．その他     2,580 2,386   2,390 

流動負債合計     13,332 39.1 12,883 36.5   14,647 40.6

Ⅱ 固定負債         

１．社債     510 170   340 

２．長期借入金 ＊２   1,666 754   1,205 

３．退職給付引当金     477 532   482 

４．役員退職慰労引当金     193 －   212 

５．長期未払金     2,018 2,041   1,918 

６．その他     114 123   123 

固定負債合計     4,981 14.6 3,621 10.3   4,282 11.9

負債合計     18,313 53.7 16,505 46.8   18,930 52.5

          

（少数株主持分）         

少数株主持分     465 1.4 718 2.0   573 1.6

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     2,760 8.1 2,760 7.8   2,760 7.6

Ⅱ 資本剰余金     2,952 8.7 2,952 8.4   2,952 8.2

Ⅲ 利益剰余金     9,685 28.4 11,954 33.9   11,009 30.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金     320 1.0 729 2.1   356 1.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △406 △1.2 △297 △0.9   △471 △1.3

Ⅵ 自己株式     △22 △0.1 △22 △0.1   △22 △0.1

資本合計     15,289 44.9 18,074 51.2   16,583 45.9

負債、少数株主持分及び資
本合計 

    34,068 100.0 35,298 100.0   36,087 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     21,285 100.0 22,901 100.0   45,292 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,943 79.6 18,358 80.2   35,876 79.2

売上総利益     4,341 20.4 4,543 19.8   9,416 20.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１   2,289 10.8 3,077 13.4   5,382 11.9

営業利益     2,052 9.6 1,465 6.4   4,033 8.9

Ⅳ 営業外収益         

１．受取利息   2 6 7   

２．受取配当金   13 20 22   

３．為替差益   11 32 12   

４．受託購買手数料   11 － 2   

５．受取保険金   49 190 54   

６．受取オプション料清算益   92 － 92   

７．その他   53 234 1.1 45 294 1.3 76 268 0.6

Ⅴ 営業外費用         

１．支払利息   36 26 68   

２．上場関連費用   14 － 14   

３．受託購買手数料   － 6 －   

４．その他   8 59 0.3 9 41 0.2 64 147 0.3

経常利益     2,227 10.4 1,718 7.5   4,154 9.2

Ⅵ 特別利益         

１．固定資産売却益 ＊２ 12 10 32   

２．投資有価証券売却益   21 － 21   

３．その他   2 36 0.2 － 10 0.0 63 117 0.3

Ⅶ 特別損失         

１．固定資産売却損 ＊３ 1 0 7   

２．固定資産除却損 ＊４ 12 9 10   

３．投資有価証券減損処理額   8 21 0.1 － 9 0.0 6 24 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益 

    2,242 10.5 1,719 7.5   4,247 9.4

法人税、住民税及び事業
税 

＊５ 839 775 1,560   

法人税等調整額 ＊５ △42 796 3.7 △187 587 2.6 △164 1,395 3.1

少数株主利益（△損失）     20 0.1 △35 △0.2   32 0.1

中間（当期）純利益     1,424 6.7 1,167 5.1   2,819 6.2

         



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,458   2,952   1,458 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．増資による新株の発行   1,494 1,494 － － 1,494 1,494 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高 

    2,952   2,952   2,952 

                

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     8,419   11,009   8,419 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間（当期）純利益   1,424 1,424 1,167 1,167 2,819 2,819 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．配当金   107   172   178   

２．役員賞与   51 158 50 222 51 229 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高 

    9,685   11,954   11,009 

                



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  2,242 1,719 4,247 

減価償却費   717 692 1,504 

連結調整勘定償却額   0 0 0 

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  △1 7 △428 

受取利息及び受取配当金   △16 △27 △29 

支払利息   36 26 68 

投資有価証券評価損及び
評価損戻入益（益：△） 

  △1 △18 25 

投資有価証券減損処理額   8 － 6 

投資有価証券売却損益
（益：△） 

  △21 － △21 

固定資産除売却損益
（益：△） 

  0 △1 △14 

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  21 28 43 

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  14 △212 33 

製品保証引当金の増減額
（減少：△） 

  △67 474 474 

売上債権の増減額（増
加：△） 

  492 1,461 △837 

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △209 △711 △794 

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  312 190 73 

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  515 △1,949 1,341 

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  188 90 354 

長期未払金の増減額（減
少：△） 

  △33 122 △133 

役員賞与の支給額   △51 △50 △51 

その他   20 △83 50 

小計   4,167 1,759 5,914 

利息及び配当金の受取額   16 27 29 

利息の支払額   △36 △27 △64 

法人税等の支払額   △243 △1,131 △739 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  3,904 626 5,139 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

定期預金の預入による支
出 

  △3 △4 △6 

定期預金の払出による収
入 

  － 1 6 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △1,136 △1,579 △2,581 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  216 248 441 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △597 △58 △1,033 

子会社の清算による配当
収入 

  － 24 － 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  178 － 178 

貸付けによる支出   △11 △11 △14 

貸付金の回収による収入   6 5 18 

その他   △152 △44 △47 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △1,500 △1,418 △3,037 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

        

短期借入れによる収入   960 1,156 960 

短期借入金の返済による
支出 

  △1,179 △1,105 △1,282 

長期借入れによる収入   100 － 100 

長期借入金の返済による
支出 

  △608 △471 △1,088 

社債の償還による支出   △170 △170 △340 

自己株式の取得による支
出 

  － △0 △0 

株式の発行による収入   2,523 － 2,523 

配当金の支払額   △107 △172 △178 

子会社設立に伴う少数株
主による払込収入 

  － － 32 

子会社増資に伴う少数株
主による払込収入 

  － 133 72 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,517 △629 797 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  19 133 △14 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

  3,941 △1,287 2,884 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  4,715 7,599 4,715 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

  8,656 6,312 7,599 

          



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand） 

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファサービス 

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand）

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

ALPHA (GUANGZHOU) 

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファロッカーシステム 

 なお、㈱アルファサービス

は、平成17年７月１日、㈱ア

ルファロッカーシステムへ商

号変更しております。 

(1）連結子会社の数 ７社 

連結子会社の名称 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

ALPHA INDUSTRY（Thailand） 

Co.,LTD. 

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V. 

ALPHA (GUANGZHOU) 

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD. 

群馬アルファ㈱ 

九州アルファ㈱ 

㈱アルファサービス 

 なお、ALPHA (GUANGZHOU)  

AUTOMOTIVE PARTS Co.,LTD.

は、当連結会計年度において

新規設立された子会社であり

ます。 

  (2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

ALPHA (TAISHAN）

LOCK INDUSTRY Co.,LTD. 

㈱アルファエンタープライズ 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

㈱アルファエンタープライズ 

            

            

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

ALPHA (TAISHAN）

LOCK INDUSTRY Co.,LTD. 

㈱アルファエンタープライズ 

  （連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、小規模で

あり、合計の総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理

由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため

であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社 

該当する会社はありません。 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同左 

(1）持分法適用の非連結子会社 

同左 

  (2）持分法適用の関連会社 

該当する会社はありません。 

(2）持分法適用の関連会社 

同左 

(2）持分法適用の関連会社 

同左 

  (3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

ALPHA (TAISHAN）

LOCK INDUSTRY Co.,LTD. 

㈱アルファエンタープライズ 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

㈱アルファエンタープライズ 

(3）持分法を適用しない非連結子

会社名 

ALPHA (TAISHAN）

LOCK INDUSTRY Co.,LTD. 

㈱アルファエンタープライズ 

  （持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間

純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち、ALPHA  

INDUSTRY（Thailand）Co.,LTD.と

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V.の中間

決算日は６月30日であります。中

間連結財務諸表の作成にあたって

は同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。な

お、その他の連結子会社の中間決

算日と中間連結決算日は一致して

おります。 

 連結子会社のうち、ALPHA  

INDUSTRY（Thailand）Co.,LTD.と

ALPHA HI-LEX S.A.de C.V.及びAL

PHA (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PAR

TS Co.,LTD.の中間決算日は6月30

日であります。中間連結財務諸表

の作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、中間連結決算日

との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。なお、その他の連結子

会社の中間決算日と中間連結決算

日は一致しております。 

 連結子会社のうち、ALPHA  

INDUSTRY（Thailand）Co.,LTD.とA

LPHA HI-LEX S.A.de C.V.及びALPH

A (GUANGZHOU) AUTOMOTIVE PART

S Co.,LTD.の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に

あたっては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。な

お、その他の連結子会社の事業年

度末日と連結決算日は一致してお

ります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は部分資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

同左 

② たな卸資産 

ａ．製品、仕掛品 

同左 

  ｂ．原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価

法 

ｂ．原材料、貯蔵品 

同左 

ｂ．原材料、貯蔵品 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法によっております。 

 なお、在外連結子会社は定

額法によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、耐用年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、販売目的のソフト

ウェアについては、見込販売

数量に基づく償却額と残存見

込販売有効期間（３年）に基

づく均等償却額との、いずれ

か大きい金額を計上しており

ます。 

 また、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る見込利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

 支出時に全額費用として処

理しております。 

───── (3）繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

 支出時に全額費用として処

理しております。 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 製品保証引当金 

 販売済製品に対して、将来

発生が見込まれる補修費用に

備えるため、発生見積額を計

上しております。 

② 製品保証引当金 

同左 

② 製品保証引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。なお、提出

会社は退職前払い金制度及び

確定拠出型年金制度に移行し

ているため、中間期末におい

て退職給付引当金は存在して

おりません。また、国内連結

子会社は、簡便法に基づき、

海外連結子会社は、現地の会

計基準に基づき計上しており

ます。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。なお、提出会社は

退職前払い金制度及び確定拠

出型年金制度に移行している

ため、期末において退職給付

引当金は存在しておりませ

ん。また、国内連結子会社

は、簡便法に基づき、海外連

結子会社は、現地の会計基準

に基づき計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

④    ───── 

（追加情報） 

 当社は、従来、役員の退職

慰労金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上

しておりましたが、平成17年

６月29日開催の第67回定時株

主総会において、退職慰労金

制度廃止に伴う退職慰労金贈

呈の件についての議案が承認

可決されたため、同制度を株

主総会終結の時をもって廃止

しております。この結果、前

連結会計年度末において計上

されていた役員退職慰労引当

金を長期未払金に振り替えて

おります。 

 なお、当中間連結会計期間

末において長期未払金に含ま

れる役員退職慰労金の未払額

は190百万円であります。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

 当社は、従来、役員の退職

慰労金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上

しておりましたが、平成17年

３月８日の取締役会におい

て、平成17年６月開催予定の

第67回定時株主総会終結の時

をもって、役員退職慰労金制

度を廃止することを決定いた

しました。  

  (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお在

外子会社等の資産及び負債は、

中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算

し、換算差額は、少数株主持分

及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しており

ます。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお在

外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、

換算差額は、少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しておりま

す。 

  (6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を

採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…長期借入金の

支払利息 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを

回避するため金利スワップ取

引を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリ

バティブ取引は、行わない方

針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  (8）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日)）及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」

（前中間連結会計期間1,545百万円）については、資産総

額に占める重要性が増したため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。 

（中間連結貸借対照表） 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平

成16年12月１日より適用となること及び「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14

号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴

い、当中間連結会計期間から投資事業有限責任組合

への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を従来の投資その他の資産の

「その他」（出資金）から「投資有価証券」として

表示する方法に変更いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に

含まれる当該出資の金額は152百万円であり、前中間

連結会計期間における投資その他の資産の「その

他」（出資金）に含まれる当該出資の金額は209百万

円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

  22,363百万円     23,533百万円   22,957百万円 

＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 

建物及び構築物 1,608百万円 

  (551百万円)

機械装置及び運搬具 918百万円 

  (918百万円)

土地 836百万円 

  (51百万円)

合計 3,362百万円 

  (1,520百万円)

建物及び構築物      629百万円 

  (629百万円)

機械装置及び運搬具    1,207百万円 

  (1,207百万円)

土地    51百万円 

  (51百万円)

合計    1,887百万円 

  (1,887百万円)

建物及び構築物 565百万円 

  (565百万円)

機械装置及び運搬具 949百万円 

  (949百万円)

土地 51百万円 

  (51百万円)

合計 1,565百万円 

  (1,565百万円)

同上に対する債務 同上に対する債務 同上に対する債務 

短期借入金 100百万円 

  (100百万円)

長期借入金 1,826百万円 

  (1,740百万円)

合計 1,926百万円 

  (1,840百万円)

短期借入金    50百万円 

  (50百万円)

長期借入金     1,245百万円 

  (1,245百万円)

合計     1,295百万円 

  (1,295百万円)

短期借入金 100百万円 

  (100百万円)

長期借入金 1,590百万円 

  (1,590百万円)

合計 1,690百万円 

  (1,690百万円)

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金695百万円（659百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金2百万円を差し入れておりま

す。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金720百万円（720百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金4百万円を差し入れておりま

す。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金725百万円（725百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 なお、上記の他、銀行保証の担保と

して預金2百万円を差し入れておりま

す。 

 ３．受取手形割引高  ３．受取手形割引高  ３．受取手形割引高 

  200百万円   200百万円   200百万円 

  ４． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、平成17年３月18日付にて取

引金融機関８社とシンジケーション方

式にて総額35億円のコミットメントラ

イン契約を締結いたしております。な

お、当中間連結会計期間末日現在にお

いて、当該契約に基づく資金調達は実

行しておりません。 

 ４． 当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、平成17年３月18日付にて取

引金融機関８社とシンジケーション方

式にて総額35億円のコミットメントラ

イン契約を締結いたしております。な

お、当連結会計年度末日現在におい

て、当該契約に基づく資金調達は実行

しておりません。 

      



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

＊１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

発送諸費 317百万円

製品保証引当金繰入額 19百万円

給料及び諸手当 606百万円

減価償却費 52百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
19百万円

発送諸費    397百万円

製品保証引当金繰入額   568百万円

給料及び諸手当    625百万円

減価償却費   40百万円

発送諸費 722百万円

製品保証引当金繰入額 626百万円

給料及び諸手当 1,273百万円

退職給付費用 28百万円

減価償却費 103百万円

役員退職慰労引当金繰

入額 
39百万円

＊２．固定資産売却益の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊２．固定資産売却益の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊２．固定資産売却益の主な内容は、次のと

おりであります。 

工具器具及び備品 10百万円 機械装置及び運搬具 10百万円 機械装置及び運搬具  26百万円

工具器具及び備品   5百万円

＊３．固定資産売却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊３．    ───── ＊３．固定資産売却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

建物及び構築物 1百万円  機械装置及び運搬具 5百万円

＊４．固定資産除却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊４．固定資産除却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

＊４．固定資産除却損の主な内容は、次のと

おりであります。 

機械装置及び運搬具 6百万円

工具器具及び備品 3百万円

工具器具及び備品 4 百万円 機械装置及び運搬具 5百万円

＊５． 中間連結会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当連結会計年度

において予定している利益処分による

固定資産圧縮積立金の取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に係る金額

を計算しております。 

＊５．      同左 ＊５．    ───── 

      

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 7,363百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 

△206百万円

有価証券 1,499百万円

現金及び現金同等物 8,656百万円

現金及び預金勘定      6,519百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 

   △207百万円

現金及び現金同等物      6,312百万円

現金及び預金勘定      6,803百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 

    △203百万円

その他流動資産（抵当証

券） 
1,000百万円

現金及び現金同等物      7,599百万円

      



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 5 54 

（有形固
定資産）
その他 

1,749 900 848 

無形固定
資産 

7 0 7 

合計 1,817 906 910 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

64 18 46

（有形固
定資産）
その他 

1,704 798 905

無形固定
資産 

7 1 5

合計 1,776 818 957

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

64 11 52

（有形固
定資産）
その他 

1,675 847 827

無形固定
資産 

7 1 6

合計 1,747 860 886

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 447百万円

１年超 504百万円

合計 952百万円

１年内    437百万円

１年超    564百万円

合計    1,002百万円

１年内    418百万円

１年超    507百万円

合計      926百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 304百万円

減価償却費相当額 278百万円

支払利息相当額 17百万円

支払リース料    281百万円

減価償却費相当額    259百万円

支払利息相当額   16百万円

支払リース料    586百万円

減価償却費相当額    530百万円

支払利息相当額   34百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等及び中間期末残高等 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等、減損損失累計額等及び中間期末

残高等 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額等、減価償却累

計額等及び期末残高等 

  
取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

中間期末
残高等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 5 54 

（有形固
定資産）
その他 

301 103 198 

合計 362 109 252 

  
取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

中間期末
残高等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 15 45

（有形固
定資産）
その他 

333 146 187

合計 394 161 232

取得価
額等 
(百万円) 

減価償
却累計
額等 
(百万円) 

期末残高
等 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 10 50

（有形固
定資産）
その他 

318 126 191

合計 378 136 242

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

 上記金額には、転貸している物の取得

価額相当額等を含んでおります。 

 主な内容と金額は、以下のとおりで

す。 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 5 54 

（有形固
定資産）
その他 

168 35 132 

合計 229 41 187 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 15 45

（有形固
定資産）
その他 

203 67 136

合計 263 82 181

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 

60 10 50

（有形固
定資産）
その他 

185 51 134

合計 245 61 184

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 96百万円

１年超 341百万円

合計 437百万円

１年内   112百万円

１年超    416百万円

合計    529百万円

１年内   123百万円

１年超    364百万円

合計    488百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

及び見積残存価額の残高の合計額が

営業債権の中間期末残高等に占める

割合が低いため、受取利子込み法に

より算定しております。 

（注）     同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び見

積残存価額の残高の合計額が営業債

権の期末残高等に占める割合が低い

ため、受取利子込み法により算定し

ております。 

(3）受取リース料及び減価償却費等 (3）受取リース料及び減価償却費等 (3）受取リース料及び減価償却費等 

受取リース料 46百万円

減価償却費等 26百万円

受取リース料   60百万円

減価償却費等   27百万円

受取リース料   98百万円

減価償却費等   53百万円

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

１年内  0百万円

１年超 －百万円

合計  0百万円

１年内  0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （注） その他有価証券で時価のある株式について、前中間連結会計期間において８百万円、前連結会計年度におい

て６百万円減損処理を行っております。 

２．時価のない有価証券の主な内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在）、前連結

会計年度末（平成17年３月31日現在） 

ヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。 

  
前中間連結会計期間 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 1,051 1,558 506 1,422 2,636 1,214 1,413 1,977 563 

(2）債権 － － － － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － － － － 

合計 1,051 1,558 506 1,422 2,636 1,214 1,413 1,977 563 

  
前中間連結会計期間 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

  
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

(1）子会社株式       

非上場株式 10 10 10 

(2）その他有価証券       

非上場株式 403 528 478 

コマーシャル・ペ

ーパー 
999 － － 

その他 500 152 158 

合計 1,913 690 647 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

  
自動車部品 
事業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 16,871 4,413 21,285 － 21,285 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
90 45 136 (136) － 

計 16,962 4,458 21,421 (136) 21,285 

営業費用 15,516 3,856 19,373 (140) 19,233 

営業利益 1,446 601 2,048 3 2,052 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 

  
自動車部品 
事業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高    

(1）外部顧客に対する売上高 18,917 3,983 22,901 － 22,901 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
97 56 154 (154) － 

計 19,015 4,040 23,055 (154) 22,901 

営業費用 17,871 3,727 21,598 (162) 21,436 

営業利益 1,144 313 1,457 8 1,465 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 



前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ 

 
自動車部品事
業 
（百万円） 

セキュリティ
機器事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 36,331 8,961 45,292 － 45,292 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
190 109 299 (299) － 

計 36,521 9,070 45,592 (299) 45,292 

営業費用 33,593 7,964 41,557 (297) 41,259 

営業利益 2,928 1,106 4,034 (1) 4,033 

事業区分 主要製品 

自動車部品事業 
キーセット、アウトサイドドアハンドル、インサイドドアハンドル、ルーフレール、ラ

ジエーターグリル、フィニッシャー類 

セキュリティ機器事業 
玄関錠、南京錠、自動販売機用・産業機器用ロック、パチンコ・パチスロ錠、コインロ

ッカー、貴重品ロッカー、宅配ロッカー 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 16,055 4,375 854 21,285 － 21,285 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,171 3 408 1,583 (1,583) － 

計 17,226 4,378 1,263 22,868 (1,583) 21,285 

営業費用 15,677 4,102 1,061 20,841 (1,607) 19,233 

営業利益 1,548 276 202 2,027 24 2,052 



当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、中国 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、中国 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 16,660 5,183 1,057 22,901 － 22,901 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,331 3 368 1,703 (1,703) － 

計 17,991 5,186 1,426 24,604 (1,703) 22,901 

営業費用 17,021 4,961 1,198 23,181 (1,745) 21,436 

営業利益 970 225 228 1,423 42 1,465 

  
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
東南アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 34,147 9,315 1,829 45,292 － 45,292 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,766 8 807 3,582 (3,582) － 

計 36,913 9,324 2,637 48,875 (3,582) 45,292 

営業費用 33,828 8,848 2,237 44,914 (3,655) 41,259 

営業利益 3,085 475 399 3,960 72 4,033 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、韓国、台湾、香港 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、韓国、台湾、香港 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国または地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米…………………米国、メキシコ 

(2）東南アジア…………タイ、韓国、台湾、香港 

(3）その他の地域………上記以外の地域 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  北米 東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,376 906 71 5,353 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 21,285 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
20.6 4.3 0.3 25.2 

  北米 東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,183 1,236 48 6,468 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 22,901 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
22.6 5.4 0.2 28.2 

  北米 東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 9,316 2,089 126 11,532 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 45,292 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める

割合（％） 
20.6 4.6 0.3 25.5 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,503.39円

１株当たり中間純利益

金額 
140.46円

１株当たり純資産額 1,777.30円

１株当たり中間純利益

金額 
114.81円

１株当たり純資産額   1,625.75円

１株当たり当期純利益

金額 
 272.70円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 1,424 1,167 2,819 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 50 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (50)  

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
1,424 1,167 2,769 

期中平均株式数（千株） 10,143 10,169 10,156 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （新会社設立に関する事項） 

 平成16年９月21日開催の取締役会

において、丸紅輸送機株式会社と共

同出資の新会社を設立することを決

議し、平成16年10月12日に設立いた

しました。新会社の設立目的は、当

社グループのグローバル展開の一環

であります。 

 新会社の概要 

 ①商号 

   ALPHA(GUANGZHOU) AUTOMOTIVE 

   PARTS Co.,LTD. 

 ②設立年月日 

  平成16年10月12日 

 ③所在地 

  中華人民共和国広東省広州市 

 ④資本金 

  10百万米ドル（当社90％出資）  

 ⑤事業内容 

  自動車部品の製造・販売 

────── ────── 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   5,570 2,417 4,287   

２．受取手形   1,724 1,263 1,419   

３．売掛金   6,221 6,987 8,257   

４．たな卸資産   1,528 1,515 1,343   

５．その他   2,980 1,826 2,879   

貸倒引当金   △4 △2 △2   

流動資産合計     18,020 58.3 14,007 45.7   18,186 55.6

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産 ＊１       

(1）建物 ＊２ 1,895 1,913 1,889   

(2）機械及び装置 ＊２ 2,091 2,237 2,045   

(3）土地 ＊２ 943 960 960   

(4）その他   1,883 1,529 1,932   

有形固定資産合計   6,814 6,641 6,828   

２．無形固定資産   124 223 151   

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   1,962 3,317 2,614   

(2）関係会社株式   3,153 3,850 3,560   

(3) 関係会社出資金   － 2,146 970   

(4）その他   1,304 523 441   

貸倒引当金   △474 △48 △48   

投資その他の資産合計   5,945 9,790 7,538   

固定資産合計     12,884 41.7 16,655 54.3   14,519 44.4

資産合計     30,905 100.0 30,663 100.0   32,705 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   604 455 722   

２．買掛金   7,437 6,330 8,357   

３．短期借入金 ＊２ 100 50 100   

４．１年以内返済予定の長期
借入金 

＊２ 827 790 809   

５．１年以内償還予定の社債   340 340 340   

６．未払法人税等   749 620 975   

７．製品保証引当金   161 1,178 703   

８．その他 ＊５ 2,061 1,626 1,877   

流動負債合計     12,281 39.7 11,392 37.2   13,885 42.4

Ⅱ 固定負債         

１．社債   510 170 340   

２．長期借入金 ＊２ 1,358 568 957   

３．役員退職慰労引当金   193 － 212   

４．長期未払金   2,018 2,041 1,918   

５．その他   1 106 1   

固定負債合計     4,080 13.2 2,886 9.4   3,429 10.5

負債合計     16,362 52.9 14,278 46.6   17,315 52.9

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     2,760 8.9 2,760 9.0   2,760 8.4

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金   2,952 2,952 2,952   

資本剰余金合計     2,952 9.6 2,952 9.6   2,952 9.0

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金   192 192 192   

２．任意積立金   7,129 8,703 7,129   

３．中間（当期）未処分利益   1,211 1,070 2,022   

利益剰余金合計     8,532 27.6 9,965 32.5   9,343 28.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金     320 1.0 729 2.4   356 1.1

Ⅴ 自己株式     △22 △0.0 △22 △0.1   △22 △0.0

資本合計     14,542 47.1 16,384 53.4   15,389 47.1

負債資本合計     30,905 100.0 30,663 100.0   32,705 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     16,939 100.0 17,431 100.0   36,107 100.0 

Ⅱ 売上原価     13,791 81.4 14,244 81.7   29,246 81.0

売上総利益     3,147 18.6 3,187 18.3   6,860 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,690 10.0 2,337 13.4   4,105 11.4

営業利益     1,457 8.6 850 4.9   2,755 7.6

Ⅳ 営業外収益 ＊１   296 1.7 407 2.3   378 1.1

Ⅴ 営業外費用 ＊２   70 0.4 56 0.3   183 0.5

経常利益     1,683 9.9 1,200 6.9   2,950 8.2

Ⅵ 特別利益     24 0.2 146 0.8   85 0.2

Ⅶ 特別損失     17 0.1 8 0.0   18 0.0

税引前中間（当期）純利
益 

    1,690 10.0 1,338 7.7   3,017 8.4

法人税、住民税及び事業
税 

＊４ 726 600 1,287   

法人税等調整額 ＊４ △30 695 4.1 △107 493 2.8 △146 1,140 3.2

中間（当期）純利益     994 5.9 845 4.9   1,876 5.2

前期繰越利益     216 225   216 

中間配当額     － －   71 

中間（当期）未処分利益     1,211 1,070   2,022 

          



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は部分資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

部分資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、仕掛品 

同左 

  原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価法 

原材料、貯蔵品 

同左 

原材料、貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却方法 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、販売目的のソフトウ

ェアについては、見込販売数量

に基づく償却額と残存見込販売

有効期間（３年）に基づく均等

償却額との、いずれか大きい金

額を計上しております。 

 また自社利用のソフトウェア

については、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

────── 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）製品保証引当金 

 販売済製品に対して、将来発

生が見込まれる補修費用に備え

るため、発生見積額を計上して

おります。 

(2）製品保証引当金 

同左 

(2）製品保証引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(3）   ────── 

（追加情報） 

 当社は、従来、役員の退職

慰労金の支給に備えて、内規

に基づく期末要支給額を計上

しておりましたが、平成17年

６月29日開催の第67回定時株

主総会において、退職慰労金

制度廃止に伴う退職慰労金贈

呈の件についての議案が承認

可決されたため、同制度を株

主総会終結の時をもって廃止

しております。この結果、前

事業年度において計上されて

いた役員退職慰労引当金を長

期未払金に振り替えておりま

す。 

 なお、当中間会計期間末に

おいて長期未払金に含まれる

役員退職慰労金の未払額は

190百万円であります。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。  

 （追加情報） 

 当社は、従来、役員の退

職慰労金の支給に備えて、

内規に基づく期末要支給額

を計上しておりましたが、

平成17年３月８日の取締役

会において、平成17年6月開

催予定の第67回定時株主総

会終結の時をもって、役員

退職慰労金制度を廃止する

ことを決定いたしました。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

７.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たして

おりますので、特例処理を採用

しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…長期借入金の支

払利息 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回

避するため、金利スワップ取引

を利用しております。 

 なお、投機目的によるデリバ

ティブ取引は、行わない方針で

あります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たして

いるため有効性の判定を省略し

ております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８.その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

(1）消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

────── 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

──────  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平

成16年12月１日より適用となること及び「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14

号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴

い、当中間会計期間から投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を従来の「その他」（出資金）から

「投資有価証券」として表示する方法に変更いたし

ました。 

 なお、当中間会計期間の「投資有価証券」に含ま

れる当該出資の金額は152百万円であり、前中間会計

期間における投資その他の資産の「その他」（出資

金）に含まれる当該出資の金額は209百万円でありま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 ＊１．有形固定資産の減価償却累計額 

  19,326百万円       19,864百万円     19,833百万円 

＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 ＊２．担保提供資産 

建物 1,608百万円 

  (551百万円)

機械及び装置 918百万円 

  (918百万円)

土地 836百万円 

  (51百万円)

合計 3,362百万円 

  (1,520百万円)

建物      629百万円 

  (629百万円)

機械及び装置    1,207百万円 

  (1,207百万円)

土地    51百万円 

  (51百万円)

合計     1,887百万円 

  (1,887百万円)

建物 565百万円 

  (565百万円)

機械及び装置 949百万円 

  (949百万円)

土地 51百万円 

  (51百万円)

合計 1,565百万円 

  (1,565百万円)

同上に対する債務 同上に対する債務 同上に対する債務 

短期借入金 100百万円 

  (100百万円)

長期借入金 1,826百万円 

  (1,740百万円)

合計 1,926百万円 

  (1,840百万円)

短期借入金    50百万円 

  (50百万円)

長期借入金     1,245百万円 

  (1,245百万円)

合計     1,295百万円 

  (1,295百万円)

短期借入金 100百万円 

  (100百万円)

長期借入金 1,590百万円 

  (1,590百万円)

合計 1,690百万円 

  (1,690百万円)

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金695百万円（659百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金720百万円（720百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 長期借入金には、１年以内返済予定

の長期借入金725百万円（725百万円）

を含んでおります。 

 上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について金融機関からの

借入に対して債務保証をおこなっており

ます。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について金融機関からの

借入に対して債務保証をおこなっており

ます。 

 ３．偶発債務 

 次の関係会社について金融機関からの

借入に対して経営指導念書を差し入れて

おります。 

保証債務 

経営指導念書 

ALPHA TECHNOLOGY  

CORPORATION 

111百万円 

(1百万米ドル)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

325百万円 

(121百万タイバー

ツ)

保証債務 

経営指導念書 

ALPHA HI-

LEX S.A.de C.V. 

   113百万円 

(1百万米ドル)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

   116百万円 

(42百万タイバー

ツ)

ALPHA INDUSTRY

（Thailand）CO.,LTD. 

140百万円 

(51百万タイバー

ツ)

 ４．受取手形割引高  ４．受取手形割引高  ４．受取手形割引高 

  200百万円      200百万円   200百万円 

＊５．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

＊５．消費税等の取扱い 

同左 

＊５．    ───── 

  ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、平成17年３月18日付にて取引金

融機関８社とシンジケーション方式にて

総額35億円のコミットメントライン契約

を締結いたしております。なお、当中間

会計期間末日現在において、当該契約に

基づく資金調達は実行しておりません。 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため、平成17年３月18日付にて取引金

融機関８社とシンジケーション方式にて

総額35億円のコミットメントライン契約

を締結いたしております。なお、当事業

年度末日現在において、当該契約に基づ

く資金調達は実行しておりません。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの ＊１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

受取配当金 15百万円

不動産等賃貸収入 24百万円

受取ロイヤリティ 40百万円

受取保険金 49百万円

為替差益 37百万円

受取オプション料清算

益 
92百万円

受取利息  3百万円

受取配当金   31百万円

不動産等賃貸収入   27百万円

受取ロイヤリティ   56百万円

受取保険金   190百万円

為替差益   74百万円

   

受取利息  5百万円

受取配当金   23百万円

不動産等賃貸収入   48百万円

受取ロイヤリティ   98百万円

受取保険金   54百万円

受取オプション料清算

益 
92百万円

＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの ＊２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 24百万円

社債利息 5百万円

不動産等賃貸費用 18百万円

上場関連費用 14百万円

支払利息   16百万円

社債利息  3百万円

不動産等賃貸費用   21百万円

   

支払利息   41百万円

社債利息   9百万円

不動産等賃貸費用   36百万円

為替差損   17百万円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 467百万円

無形固定資産 17百万円

有形固定資産    455百万円

無形固定資産   20百万円

有形固定資産 1,014百万円

無形固定資産   35百万円

＊４． 中間会計期間に係る納付税額及び法

人税等調整額は、当期において予定し

ている利益処分による固定資産圧縮積

立金の取崩しを前提として、当中間会

計期間に係る金額を計算しておりま

す。 

＊４．     同左 ＊４．    ───── 

      



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,514 814 700 

無形固定
資産 

7 0 7 

合計 1,521 814 707 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,358 669 688

無形固定
資産 

7 1 5

合計 1,365 671 694

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

1,322 728 593

無形固定
資産 

7 1 6

合計 1,329 729 600

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 397百万円

１年超 339百万円

合計 737百万円

１年内    361百万円

１年超    343百万円

合計    705百万円

１年内    351百万円

１年超    275百万円

合計    627百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 280百万円

減価償却費相当額 253百万円

支払利息相当額 12百万円

支払リース料    239百万円

減価償却費相当額    217百万円

支払利息相当額   10百万円

支払リース料    518百万円

減価償却費相当額    468百万円

支払利息相当額   22百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 (減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 

 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間期末残高 

２．     ────── ２．貸主側 

(1）リース物件の取得価額、減価償却累計

額及び期末残高 

  
取得価額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万円) 

中間期末
残高 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

－ － － 

 
取得価額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

－ － －

(2）未経過リース料中間期末残高相当額  (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5百万円

１年超 14百万円

合計 20百万円

 １年内  5百万円

１年超   12百万円

合計   17百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の中間期末残高等に占

める割合が低いため、受取利子込み

法により算定しております。 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高及び見

積残存価額の残高の合計額が、営業

債権の期末残高等に占める割合が低

いため、受取利子込み法により算定

しております。 

(3）受取リース料及び減価償却費  (3）受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 －百万円

減価償却費 －百万円

 受取リース料  －百万円

減価償却費  －百万円

オペレーティング・リース取引 

１．貸主側 

未経過リース料 

   

１年内 －百万円

１年超 －百万円

合計 －百万円

   

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,429.97円

１株当たり中間純利益金額 98.04円

１株当たり純資産額 1,611.10円

１株当たり中間純利益金額 83.15円

１株当たり純資産額 1,508.31円

１株当たり当期純利益金額 179.84円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 994 845 1,876 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 50 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (50)  

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
994 845 1,826 

期中平均株式数（千株） 10,143 10,169 10,156 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 （新会社設立に関する事項） 

 平成16年９月21日開催の取締役会

において、丸紅輸送機株式会社と共

同出資の新会社を設立することを決

議し、平成16年10月12日に設立いた

しました。新会社の設立目的は、当

社グループのグローバル展開の一環

であります。 

 新会社の概要 

 ①商号 

   ALPHA(GUANGZHOU) AUTOMOTIVE 

   PARTS Co.,LTD. 

 ②設立年月日 

  平成16年10月12日 

 ③所在地 

  中華人民共和国広東省広州市 

 ④資本金 

  10百万米ドル（当社90％出資）  

 ⑤事業内容 

  自動車部品の製造・販売 

──────  （セキュリティ機器事業の一部を

営業譲渡する件） 

 （１）譲渡の概要 

 当社は、平成17年５月31日開催の

取締役会において、当社のセキュリ

ティ機器事業部の一部（ロッカーシ

ステム部門）を当社の連結子会社で

ある株式会社アルファサービスに、

営業譲渡することを決議いたしまし

た。 

 当社事業セグメントのセキュリテ

ィ機器事業のうち、ロッカーシステ

ム部門におきましては、従来当社が

研究開発、生産、販売業務を行い、

保守管理業務を株式会社アルファサ

ービスが行っておりました。マーケ

ットインの思想に基づき、効率的な

販売・サービス体制を構築し更なる

専門性を高め、売上高の拡大と安定

した財務体質の強化のため、事業統

合を行うことといたしました。 

 また、譲渡日付で株式会社アルフ

ァサービスは、株式会社アルファロ

ッカーシステムに商号変更をいたし

ます。 

 （２）営業の譲渡先 

 ①名称 

   株式会社アルファサービス 

   (当社100％出資) 

      なお、譲渡日付で、株式会社

アルファロッカーシステムに商

号変更を予定しております。 

 ②本店所在地 

      神奈川県横浜市金沢区福浦1-

6-8 

 ③代表者 

      木之瀬 茂(当社常務取締役) 

 ④資本金 

      10百万円 

      (平成17年７月に290百万円増

資し、300百万円となる予定) 

 （３）営業の譲渡日 

 平成17年７月１日 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

   （４）譲渡予定の資産 

 （平成17年３月31日現在） 

 （注）１上記譲渡資産の細目につき

ましては、営業譲渡契約日

以降確定する予定でありま

す。 

    ２債権・債務につきまして

は、一切引継がない営業譲

渡契約になる予定でありま

す。 

 科目 金額(百万円) 

流動資産  200 

固定資産  41 

 合計 241 

   （５）譲渡価額 

      平成17年７月１日現在の時価を

基準に協議のうえ決定する。 

 （６）譲渡予定事業の直近事業年度

の損益状況 

 科目 金額(百万円) 

売上高  2,417 

営業利益 130 

   



(2）【その他】 

 平成17年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 （１）中間配当による配当金の総額……………………172百万円 

 （２）１株当たりの金額…………………………………17円00銭 

 （３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成17年12月９日 

（注） 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第67期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月14日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星長 徹也  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アルファ及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 （セグメント情報）【事業の種類別セグメント情報】の（事業区分の変更）に記載のとおり、会社は事業区分を変更し

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月13日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アルファ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成16年12月14日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 星長 徹也  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第67期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    平成17年12月13日

株式会社アルファ     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中島 祐二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮原 正弘  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第68期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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